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日本オラクルと日本オラクルインフォメーションシステムズ 
との協業体制強化について 

 
 
 日本オラクル株式会社（以下：日本オラクル）と日本オラクルインフォメーションシス

テムズ株式会社（以下：OIS 社）は昨年 6 月 1 日より、両社がそれぞれのチャネルでソフ

トウェアライセンスを販売する体制を推進してまいりましたが、日本オラクルの新事業年

度開始日にあたる本年 6 月 1 日より、以下の点を強化し、両社のオペレーションをより一

体化させていくことになりましたのでお知らせいたします。 
 
（１）日本オラクルによるフロントオフィス向け製品の販売を開始 

平成 19 年 5 月期において、CRM 等のいわゆるフロントオフィス製品は主に OIS 社

が直接の窓口となり販売活動を行なってまいりましたが、平成 20 年 5 月期より日本オ

ラクル経由での取り扱い（ご契約、サービス提供）とすることにいたしました。 
 
（２）お客様対応窓口と契約主体を日本オラクルに一本化 

平成 20 年 5 月期より、製品ならびにサービスに関わる新規の契約は日本オラクルと

の契約に一本化してまいります。また、サポート・コンサルティング・エデュケーショ

ン等のサービス提供窓口も、順次日本オラクルに一本化していくことにより、全ての事

業におけるお取引窓口の統一と、シンプルかつ効率的なオペレーションの実現を目指し

てまいります。 
 
なお今回の協業体制強化にともなう、平成 20 年 5 月期業績予想に対する影響については、

本日発表いたしました決算関連資料をご参照ください。 
 また、OIS 社は引き続きオラクル･コーポレーションが買収した企業のソフトウェアライ

センス、所属社員の帰属会社として今後も存続し、二社間での社員リソースの配分は、サ

ービス提供状況を踏まえて両社間での出向をさらに柔軟に行っていくことで対応してまい

ります。 
 
日本オラクルは平成 19 年 5 月期において、売上高 1,007 億円、経常利益 371 億円を達成

いたしました。今回の協業体制の強化により、オラクル・コーポレーションのＭ＆Ａ戦略

の効果を日本のマーケットにおいても最大限に発揮してまいりたいと考えております。 
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